
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

358% 172% 99%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

99.9 99.9

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省調査

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

％

計算式
百万円/機
関数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律第21条第１項

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- - 100

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

百万円

計画停止や災害による停止を除く主要な業務の稼働率

2.1

％

- 6,807/3,619

30年度活動見込

- -

3,412

情報提供ネットワークシス
テムを使用して情報連携を
行うことにより、国民の利便
性の向上等が図られること

実施方法

27年度

％

番号制度の実施に必要なシステム整備等事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室 個人番号企画室 参事官　長谷川　孝

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 5,455

計

29年度

その他の事項経費

▲ 1,763

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

マイナンバーを用いた情報連携の中核となるシステムである情報提供ネットワークシステムを円滑かつ安定的に運用するとともに、調査研究の実施などによ
り、当該システムの運用がより効率的なものとなるよう所要の検討を行う（次期システムに係る検討を含む。）。併せて、国や地方公共団体等の情報提供ネット
ワークシステムを利用する機関（接続機関）の職員に対する研修、マイナンバー制度の導入に係る地方公共団体の関係情報システムの整備や情報連携に向
けたテスト等に要する経費の支援等を行う。

- -

12,871

- -

-

情報連携が可能となった地
方公共団体の数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

8,513

単位

情報提供ネットワークシステムの整備、機器の借り上
げ、保守・運用に要する経費／情報連携が可能な接続

機関数

単位当たり
コスト

-1,763

46,066

平成２４年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）別表第2に掲げる事務について、
迅速かつ安全に情報の授受を行えるよう、番号法に基づき情報提供ネットワークシステムを設置・管理する。このことにより、行政運営の効率化、税・社会保障
制度その他の行政分野におけるより公正な給付と負担の確保、手続の簡素化による負担の軽減その他の国民の利便性の向上を図る。

前年度から繰越し 46,950 5,455

成果実績

目標値

成果指標 単位

団体
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 団体

平成３０年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

54,366 7,104 10,276 7,228 11,989

5,873 8,406

執行率（％） 85% 83% 82%

- - 99.9

－

28年度

7,626/3,618

1,788

世界最先端IT国家創造宣言（平成25年6月14日閣議決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- 1,788

1,788

100 -

-

-

-

7,228 11,989

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

1.9

27年度

11,989

30年度当初予算

7,224

4

0

0

7,228

5,136

事業番号 0045

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報処理業務庁費

職員旅費

社会保障・税番号システム
整備費補助金

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

自治体中間サーバーの更改に伴う社会保障・税番号システム整備費
補助金の増

31年度要求

6,850

3

0



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- -

目標定性的指標

99.9

目標最終年度

99.9 -- -

目標値

中間目標計画開始時
29年度 30年度

年度

100 -

目標値 ％

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

単位

28年度 29年度

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

改革
項目

分野：

施策の進捗状況（実績）

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

情報提供ネットワークシステムは、個人番号に関する各機関間の情報連携基盤となる基幹的なシステムであり、安定的に運用することが重要である
ことから、指標として設定。

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

実績値 ％ -

単位

-

-

特定個人情報の情報連携基盤となる情報提供ネット
ワークシステムの稼働率
　＜アウトプット指標＞

計画停止や災害による停止を除く主要な業務の稼働率
99.99％以上

施策 情報提供ネットワークシステムの安定的な稼働

政策 政策８：電子政府・電子自治体の推進

測
定
指
標

-

目標年度

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

○

業務委託先は情報システムの構築・運用に関する実績が豊
富な事業者であり、再委託等を行う場合も、契約に基づいた
適切な手続きにより、必要な技術を有する再委託先等を選
定している。

番号法において、情報提供ネットワークシステムの設置及び
管理は総務大臣が行うこととされている。

○

評　価項　　目

本事業の主たる目的は、情報提供ネットワークシステムの利
用を通じた、行政運営の効率化、公正な給付と負担の確保
及び手続の簡素化であり、これらは、いずれも国民や社会か
らのニーズを踏まえたものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

番号法に基づく情報連携を円滑かつ安定的に実施するために必要な事業について、引き続き、事業効率等を十分に検討した上で、適切な予算
執行を行う。

上記点検結果のとおり、本事業は、番号法で総務大臣が行うこととされている情報連携を行うために必要な事業であり、引き続き、総務省で実
施していく必要がある。各調達についても、公平・公正かつ透明性の高い方法で実施されている。

○

初年度（平成29年７月中旬からの９か月弱）においては、情
報提供ネットワークシステムを用いた情報連携により、約163
万件の情報が提供された。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

○

‐

外部有識者による点検対象外

引き続き適正な予算執行に努める。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定に当たっては、複数社からの下見積もりを取
得した上で、案件に応じて、総合評価方式による一般入札又
は最低価格方式による一般競争入札を実施しており、公平・
公正な選定を行っている。
一者応札については、参加が見込まれた事業者において、
契約の履行に必要となる体制の確保ができなかった等の事
情が生じたため、結果的に一者応札となったものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

マイナンバー制度を活用した行政改革や行政手続の簡素化
については、「経済財政運営と改革の基本方針」、「未来投資
戦略」、「世界最先端デジタル国家創造宣言」等の閣議決定
にも施策が記載されており、優先度の高い事業である。

情報提供ネットワークを用いた情報連携により、各接続機関
において業務の効率化が図られる。また、今後、接続機関や
情報連携対象事務が拡大することで、一層の業務効率化が
期待される。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

仕様書の作成に当たり総務省CIO補佐官の助言を受ける
等、コスト削減の工夫を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

情報提供ネットワークシステムを安定的に運用できている。

○

番号法において総務大臣が設置及び管理することとなって
いる情報提供ネットワークシステムの運用、情報連携の円滑
かつ安定的な実施に向けた調査・研究、国や地方公共団体
等の接続機関の職員向け研修等を実施するために真に必
要なものに限定されている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

初年度（平成29年７月中旬からの９か月弱）においては、情
報提供ネットワークシステムを用いた情報連携により、約163
万件の情報が提供された。今後、接続機関や情報連携対象
事務が拡大することで、情報提供件数が増加することが期待
される。

‐

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

1,755

A.（株）三菱総合研究所

雑役務費
情報提供ネットワークシステムにおけるコア
システム及び監視・監督システム用データセ
ンターの借入等に関する契約

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

16

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

インターフェイスシステム契約（ASP整備業
務）

雑役務費
情報提供ネットワークシステム（コアシステ
ム）に係る運用回線環境の構築及び提供

関連する過去のレビューシートの事業番号

165

10

金　額
(百万円）

情報提供ネットワークシステムにおけるコア
システム及び監視・監督システムに係る機
器等の借入及び保守

雑役務費

使　途

雑役務費

備考

11

雑役務費 935

1,536

B.エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ(株)
金　額

(百万円）

78

情報提供ネットワークシステムの運用業務
の請負

18

費　目 使　途

計 78 計 4,436

雑役務費
情報提供ネットワークシステムにおけるログ
情報等統合分析・監査機能の整備

404 雑役務費
情報連携に係るeラーニング研修の提供業
務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

情報提供ネットワークシステム（インターフェ
イスシステム集約ＡＳＰ）に係る運用回線環
境の構築及び提供

雑役務費
社会保障・税番号制度における情報提供
ネットワークシステムの更改に向けた調査研
究

費　目

雑役務費

C.ＮＥＣソリューションイノベータ(株) D.(株)ネットラーニング 

費　目 使　途

雑役務費
情報提供ネットワークシステムにおけるコア
システムと住民基本台帳ネットワークシステ
ム間の通信回線等の借入等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 社会保障・税番号制度システム整備事業 5 - - -

計 404 計 10

使　途

E.札幌市 F. 

費　目

新25-0001 平成25年度 52

平成26年度 48 平成27年度 51 平成28年度 47

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成29年度 総務省 0049

総務省

8,406百万円

社会保障・税番号
制度における情
報提供ネットワー
クシステムの更改
に向けた調査研

社会保障・税番

号制度システム

整備費補助金

Ｅ. 地方公共

団体

（1,160者）

919百万円

eラーニング提供業務の
請負

【一般競争契約】

（総合評価）
【補助金等交付】【一般競争契約】

（最低価格）
【一般競争契約】

（総合評価）

Ｄ. (株)ネット

ラーニング

10百万円

Ｃ. NECソリュー

ションイノベータ

(株)

404百万円

情報提供ネットワー

クシステムにおける

ログ情報等統合分

析・監査機能の整

Ｂ. 民間業者

（５者）

7,457百万円

Ａ.(株)三菱総合

研究所

78百万円

【国庫債務負担行為等】

情報提供ネットワー
クの運用業務の請
負、機器等の借入・
保守等

その他事務費等

・職員旅費：４百万円

政府共通ネットワーク利用料：



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

(株)ネットラーニング 6011101029509
情報連携に係るeラーニン
グ研修の提供業務の請負

10
一般競争契約
（最低価格）

2 80.2％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三菱総合研究
所

- - -

インターフェイスシステム契
約（ASP用データセンターの
借入等②）

137
国庫債務負担

行為等
- - -

12

7010001008844

情報提供ネットワークシス
テム（インターフェイスシス
テム集約ＡＳＰ）に係る運用
回線環境の構築及び提供

11
国庫債務負担

行為等
- - -

(株)大和総研ビジネ
ス・イノベーション

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ

9010601021385
インターフェイスシステム契
約（ASP用データセンターの
借入等①）

118

5010601042204
情報提供ネットワークシス
テム運用管理支援業務の
請負

642
国庫債務負担

行為等
- - -

(株)日立製作所

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648

情報提供ネットワークシス
テムにおけるコアシステム
と住民基本台帳ネットワー
クシステム間の通信回線等
の借入等

16
国庫債務負担

行為等
- - -

7010001064648

国庫債務負担
行為等

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

1 88.4％

法　人　番　号

6010001030403 78

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

社会保障・税番号制度にお
ける情報提供ネットワーク
システムの更改に向けた調
査研究の請負

2

-

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648
情報提供ネットワークシス
テムの運用業務の請負

1,536

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648

情報提供ネットワークシス
テムにおけるコアシステム
及び監視・監督システムに
係る機器等の借入及び保
守

1,755
国庫債務負担

行為等
- -

国庫債務負担
行為等

- - -

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648
インターフェイスシステム契
約（ASP整備業務）

935
国庫債務負担

行為等
- - -

6

7

4

5

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648

情報提供ネットワークシス
テムにおけるコアシステム
及び監視・監督システム用
データセンターの借入等に
関する契約

165
国庫債務負担

行為等
- - -

10

11

8

9

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ

9010601021385
情報提供ネットワークシス
テムのアプリケーション保
守業務の請負

2,121
国庫債務負担

行為等
- - -

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648

情報提供ネットワークシス
テム（コアシステム）に係る
運用回線環境の構築及び
提供

18
国庫債務負担

行為等
- - -

日立システムズ(株) 6010701025710
執務室におけるセキュリ
ティ管理設備の保守等業
務

4
国庫債務負担

行為等
- - -

1
ＮＥＣソリューションイ
ノベータ(株)

7010601022674

情報提供ネットワークシス
テムにおけるログ情報等統
合分析・監査機能の整備の
請負

404
国庫債務負担

行為等
- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

板橋区 6000020131199
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

さいたま市 2000020111007
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

川口市 2000020112038
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

東京都 8000020130001
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

札幌市 9000020011002
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

宇都宮市 7000020092011
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

一般競争契約
（総合評価）

1 99.9％ -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

日本電気(株)C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 7010401022916

情報提供ネットワークシス
テムにおけるログ情報等の
統合分析、監査機能に係る
運用保守業務の請負

434

1

2

5

6

3

4

仙台市 8000020041009
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

宮城県 8000020040002
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

9

10

7

8

千葉市 6000020121002
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -

船橋市 6000020122041
社会保障・税番号制度シス
テム整備事業

5 補助金等交付 - - -
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